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物差しを準用しようとしていることが見て取れよう。この点からみても，決して地方自治
の固有性ないし地方財政の独自性が担保されているとは言い難いのである。
17）ただし，第1次安倍内閣の終焉と同じく内閣総理大臣が交代してしまった現在，憲法改
正そのものに従前と同じ質量のエネルギーが費やされるとは考えられないが，基本的な考
え方に立脚した内閣である以上，内閣とその周辺の動向には留意し続けなければならない
であろう。
18）「未完の分権改革20年」という特集を組んだ『都市問題』（2020年9月）という月刊誌
の中で，これまでの20年の分権改革が多角的に総括されている。その中でも市川喜崇
「《分権改革》再探究」は，いわゆる2000年分権改革が当初は，（旧）自治省のみの賛成す
るアジェンダであったところ，機関委任事務制度の廃止等相対的に反対の少ない改革課題
を選択し得たことをはじめ，第3次行革審の「豊かさを実感できる社会」路線を採択した
ことや地方分権推進委員会の創設と村山（自社さ）政権であったこと等が，分権改革成功
の要因であったこととしている（48～59頁）。また，大津浩「地方自治の憲法理論からみ
た分権改革の現状」においては，地方自治の憲法理論なるものを措定し，「自己決定・自
己責任の原理に基づく分権型社会の実現」という理念と，「自治体事務に対する法令によ
る義務付け・枠付の緩和と自治体組織形態多様化のための制度規制の緩和」という理念を
検証しながら，「補完性原理」の拡充を論じている（88～100頁）。さらに，大森彌「「分権
型社会」から「自治型社会」へ」は，文字通り，自治体のみならず「住民」を自治の主役
たるべきこととすること等を主張する（101～109頁）等。これらの論稿を掲載している
同誌はそれ以外の論稿も，それぞれ示唆に富む。また，「妹尾克敏 『地方自治の統治機構』
（敬文堂 2020年3月）14～21頁等を参照のこと。
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